
効果的・効率的に運営する
一体的実施事業の実践に向けて

大阪府後期高齢者医療広域連合

給付課 早川 久美子
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大阪府の概況

 33市9町1村（政令市２ 中核市７）

 人口 8,761,190人（R6.4.1）

 被保険者数 1,257,856人（R6.4.1）

 高齢化率 27.７％（R３）

 後期高齢者健康診査受診率 23.87％（R5）

 歯科健康診査受診率 13.70％（R5）

 後期高齢者医療広域連合 保健事業の体制

事務職：２名

保健師：4名
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第３期データヘルス計画策定① 策定経過
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第３期データヘルス計画策定②市町村・関係機関との調整

①高齢者医療懇談会：被保険者、保険医及び保険薬剤師、他医療保険者、学識経験者、

行政関係者13人で構成。後期高齢者医療制度について意見交換を行う

②市町村連絡会議：広域連合事務の円滑な実施に必要な検討調整を行う目的で府内市町

村の後期高齢者医療担当部長で構成

③一体的実施企画・調整担当者連絡会議 で下記について説明し、素案を提示
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第３期データヘルス計画策定③ 概要版より
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第３期データヘルス計画策定④ 概要版より
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第３期データヘルス計画策定⑤個別事業シートより
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第３期データヘルス計画策定⑥ 個別事業シートより
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2024年度
(R6)

2025年度
(R7)

2026年度
(R8)

2027年度
(R9)

2028年度
(R10)

2029年度
(R11)

低栄養該当者の割合
低栄養該当者数／被
保険者数

0.7%

身体的フレイル該当者の割
合

身体的フレイル該当者
数／被保険者数

3.7%

オーラルフレイル該当者の
割合

オーラルフレイル該当
者数／被保険者数

2.30%

骨折患者の割合
被保険者1,000人当た
りの患者数

178人

誤嚥性肺炎患者の割合
被保険者1,000人当た
りの患者数

33人

健康状態不明者の割合
健康状態不明者数／
被保険者数

1.7%

一体的実施の取組にかかる
市町村自己評価

市町村自己評価平均
点

2.5/3点
2.75/3

点
3/3点

2024年度
(R6)

2025年度
(R7)

2026年度
(R8)

2027年度
(R9)

2028年度
(R10)

2029年度
(R11)

身体的フレイルに取り組む
市町村数（ハイリスク）

取組市町村数／全市
町村数

6/43 22/43 33/43 43/43 43/43 43/43 43/43

身体的フレイルに取り組む
市町村数（ポピュレーション）

取組市町村数／全市
町村数

42/43 39/43 41/43 43/43 43/43 43/43 43/43

口腔に取り組む市町村数
（ハイリスク）

取組市町村数／全市
町村数

16/43 21/43 32/43 43/43 43/43 43/43 43/43

口腔に取り組む市町村数
（ポピュレーション）

取組市町村数／全市
町村数

29/43 37/43 40/43 43/43 43/43 43/43 43/43

ハイリスクアプローチを３項
目以上取り組む市町村数

取組市町村数／全市
町村数

17/43 24/43 27/43 31/43 35/43 39/43 43/43

市町村への研修・担当者会
の実施状況

研修・会議の実施回
数

6 6 6 6 6 6 6

関係機関連携促進の研修
等の実施

研修・事業説明等の
実施回数

4 4 4 4 4 4 4
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5

6

7
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項目 No. 評価指標 評価対象•方法
計画策定時

実績
（R5）

アウトカム
評価指標

1

3

2

5

4

7

6

1

2

アウトプット
評価指標

目標値

項目 No. 評価指標 評価対象•方法
計画策定時

実績
（R4）

目標値

前年度を下回る

前年度を下回る

前年度を下回る

前年度を下回る

前年度を下回る

前年度を下回る



第３期データヘルス計画策定⑦ 個別事業シートより
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プロセス
（方法）

概要 広域連合より府下市町村へ委託し事業を実施する。

実施内容

①広域連合と市町村で業務委託契約書の締結。
②市町村で事業実施（市町村ごとに健康課題を分析し、必要な事業を実施）。
③市町村からの特別調整交付金に係る関係書類（事業計画書・変更申請・実積報告書）
を広域連合より厚生労働省に提出。
④広域連合にて市町村の実積報告書を確認し、各市町村に委託料を支払い。
⑤企画・調整担当者連絡会（年３回）、高齢者の保健事業セミナー（国保連と協力し、年2
回）の開催、国保連が設置する保健事業支援・評価委員会の活用により、健康課題の分
析や事業実施計画・事業評価が適切に行えるよう市町村の支援を行う。
⑥医師会・歯科医師会・薬剤師会への事業説明、府介護支援課と連携し多職種（理学療
法士・作業療法士・言語聴覚士・栄養士・歯科衛生士）との意見交換会等の実施により連
携促進を図る。

実施後のフォロー•モニタリング

・年間を通して、市町村からの問い合わせや相談に対応
・計画書・報告書により実施状況把握
・企画・調整担当者連絡会にて各市町村が自己評価を行い、有識者より助言を受ける
・年１回の関係機関連絡会議開催

ストラク
チャー
（体制）

概要 広域連合、市町村が協力し、関係機関とも連携のうえ事業を実施する。

実施内容

１　広域連合の体制
(1)主幹部署：給付課事業係
(2)担当者数：事務職1名、保健師4名
(3)実施方法：管内市町村に委託

２　市町村の体制
(1)主幹部署：市町村によって異なる
(2)担当者数：市町村によって異なる
(3)実施方法：直営や委託　市町村によって異なる

３　関係機関：国保連、大阪府（国民健康保険課・健康づくり課・介護支援課）、
                    近畿厚生局等
    医療専門団体：医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、理学療法士会、
                           作業療法士会、言語聴覚士会、栄養士会、歯科衛生士会等

実施後のフォロー•モニタリング
・医師会・歯科医師会・薬剤師会への事業説明、府介護支援課と連携し多職種研修（意見
交換会）実施
・年１回の関係機関連絡会議開催



一体的実施について① 市町村取組経過
大阪広域では、令和５年度に全市町村実施を目標とした

開始年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

新規 ６ １９ １０ ８

累計 ６ ２５ ３５ ４３
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一体的実施について② 現在の市町村取組状況
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一体的実施について③ 市町村支援実績
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一体的実施について④ 広域連合の支援１
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実施内容 令和５年度

（令和２年度～）

（令和２年度～）

（令和２年度～）

取組

②

一体的実施を推進する
ための市町村職員研修 ・市町村職員を対象に、専門研修及びKDBシス

テムの活用研修を大阪府国民健康保険団体連合
会と連携して開催

一体的実施に係る企
画・調整担当者等連絡
会議

①

・各市町村の企画・調整担当職員間の連携及び
事業実施に必要な情報共有を行う
・スーパーバイザーによる技術的助言を実施。
・担当職員の事務負担軽減のためＱ＆Ａや交付
金申請書作成マニュアル等を作成

※市町村への効果的な支援内容の検討及び関係
機関の役割の明確化を図るため関係機関連絡会
議を開催

・１回目 令和5年7月19日
・２回目 令和5年8月30日

・医師会　令和5年10月25日
・歯科医師会 令和5年9月16日
・薬剤師会　令和5年5月20日

・１回目　令和5年5月31日
・２回目　令和5年11月17日
・３回目　令和6年1月29日

※関係機関連絡会議令和6年3月8日

③

・事業の意義や医療関係団体の役割等について
研修や説明会を開催
（ねらい）
各地域医療関係団体の理解・協力を促進

一体的実施に係る医療
関係団体との連携促進



一体的実施について⑤ 広域連合の支援２
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一体的実施について⑥ R4年度データ分析事業より

15



一体的実施について⑦ R4年度データ分析事業より
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一体的実施について⑧ 重点事業
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一体的実施について⑨ 市町村事例１（事業スキームでの連携）
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一体的実施について⑩ 市町村事例２（地域分析資料活用による連携）
令和３年度

令和４年度

令和５年度

KDB等を活用した地域の健康課題分析
＜内容＞
①死因別の死亡割合
②健康寿命
③要介護の原因分析
④生活習慣病の分析

（目標）
●健康寿命の延伸、QOLの向上、
●口腔機能の維持・向上
●かかりつけ歯科医院がある高
齢者割合の増加

●口腔の健康状態不明者の減少
●歯科受療率の向上
歯科治療放置・中断者の減少

●歯科健診受診率の向上

（目標）
●生活習慣病重症化予防・フレイル予防
●国保事業との連携
●70代後半をターゲットに事業展開

歯科受療・歯科健診等の現状分析
＜内容＞
①歯科健診の受診状況
②歯科受療状況と歯科健診等
③歯科健診結果の状況
④分析結果から見えてきたこと
⑤歯科医師会への提案事項
⑥歯科医師会と市との協働

歯科の現状・取組の評価・今後の提案
＜内容＞
・取組の効果
・受診勧奨通知の評価
・受診勧奨通知の実施方法の検討
・R５年度の取組の提案
・R４年度の取組の分析・評価
・歯科健診の結果

（事業内容）
●報告内容により歯科医師会に
提案

●歯科医療機関に歯科健診勧奨
のポスター掲示

●歯科健診受診勧奨通知の郵送

（事業内容）
●医師会と連携し健康診査
の受診勧奨

（目標）
●歯科健診受診、早期発見・早期治療によ
り口腔機能の低下を防ぐ

（事業内容）
●市歯科医師会に報告し、歯
科医師会会員に周知・情報
共有
取り組みを継続

毎年、地区分析や事業報告書
を作成し、その報告書を基に
関係機関とも協議

毎年、地区分析や事業報告
書を作成し、その報告書を
基に関係機関とも協議

一体的地域ケア会議において、医師会・歯科医師会のみでなく、その他の医療関係職の団体、庁内の関係部署、
地域包括支援センター、社会福祉協議会、介護関係団体とも共有
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一体的実施について⑪ 市町村事例３（健康状態不明者対策）

 R３年度の事業開始当初より「健康状態不明者対策」に取り組む
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一体的実施について 今後の事業運営の方向性
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